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近年，我が国の総自動車保有台数は頭打ちになり，それと共に自動車の総走行台キロも減少の兆しを見せてお

り，保有形態についても乗用車から軽自動車への転換傾向が見られる．この背後には，車種選択とその利用目

的や使い分けに複雑な意思決定構造が存在すると考えられる．本研究では，車種別の利用動向と保有の関係を

考慮し，多時点にわたる車の保有・利用の関係を考慮した動的離散-連続モデルを構築し，自動車保有-利用の時
間的な関係とそれらの規定要因に関しての分析を行った．最新の大規模パネルデータを用いた実証分析の結果，

女性免許保有者が多さや低収入なほど乗用車より軽自動車の保有傾向が強くなることが示された．また，保有，

利用それぞれの状態依存関係が確認された一方，保有と利用の間には明確な相関構造は確認されなかった．
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Bayesian estimation

1. はじめに

近年の日本では自動車の取り巻く環境が一変してい

る．高度経済成長期から増加してきた総自動車保有台

数は 8000万台を越えることなく頭打ちになり，それと

共に自動車の総走行台キロは減少の兆しを見せている．

このような変化の背景には，少子高齢化，核家族化

などの世帯属性の変化，ガソリン価格の高騰などの社

会情勢変化などの要因があると考えられ，数多くの研

究が行われている．また，図－ 1より明らかなように，

近年では軽自動車が着実に台数を伸ばしている一方で，

乗用車の台数は 2005年頃から徐々に減少の傾向が表れ

ており，保有車種の内訳も大きく変化している．この

ような乗用車から軽自動車への移行は，単なる車種の

転換という解釈だけでは十分ではなく，自動車利用の

程度やその目的，さらには自動車に対する価値観の変

化が反映されたものと考えるべきである．一般に，軽

自動車は乗用車に比べて長距離を走行することには適

しておらず，積載量も少ないことから，その用途は限ら

れる．乗用車から軽自動車への保有構造の転換は，世

帯の自動車利用目的や利用形態の変化に合わせて行わ

れてきたものと推察される1)．

さて，長期に渡る世帯の動的な意思決定を把握する

ためには，パネルデータの適用が有効であることが従来
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図－ 1 我が国の車種別自動車保有台数の推移

指摘されてきた2)．特に，車の新規購入や更新・廃止な

どは，世帯にとって大きなライフイベントであり，将来

のライフステージにも配慮した上での選択がなされて

いると推測されることから，パネルデータを用いた分

析が有用であると考えられる．しかし，我が国におけ

る自動車保有と利用に関する過去のパネルデータ研究

を概観すると，比較的小規模な調査結果に基づく分析

は研究者単位で行われてきたことに留まっている．一

方海外には，フランスの AutoParcやドイツの German

Mobility Panelのように，国や公的機関が長期にわたっ

て自動車・保有と利用の動向のモニタリングを，（パネル

調査も含めた上で）継続的に実施している例もある3)．
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以上の問題意識のもと，本研究では，近年我が国で継

続的に行われるようになった大規模な世帯パネル調査

のデータを用いて，乗用車と軽自動車の関係，並びに，

世帯特性・地域特性を考慮した自動車複数保有及び利

用の動的分析を行う．具体的には，離散-連続モデルを

用いて自動車保有－利用に関する世帯の動的な意思決

定を記述し，世帯の車の保有と利用のメカニズムを明

らかにするとともに，近年の我が国における乗用車か

ら軽自動車への転換の要因について検証する．

2. 既往研究の整理と本研究の位置付け

車の保有と利用を同時に扱う代表的な行動モデルの

中でも，離散-連続モデルは 1980年台より多くの適用が

なされており，福田・力石4)のレビュー論文に，その詳

細がまとめられている．彼らの分類における，現象記

述の自由度を高めることに主眼を置いた “誘導型” のモ

デルの最新事例として，Fang5)では，世帯の自動車の

複数保有と利用に関する BMOPT(Bayesian Multivariate

Ordered Probit & Tobit)モデルを提案し，各選択行動を

規定する効用関数を推定している．このモデルでは車

種を乗用車とトラックの二種類に分けた上で，それぞれ

の車種の保有台数並びに走行距離という計 4つの回帰

式を用いてモデル化がなされている．それらの各回帰

式の相関構造を仮定した上で，マルコフ連鎖モンテカ

ルロ法（MCMC法）に基づくベイズ推定によってパラ

メータが推定されている．また，Fangのモデルを発展

させた小林ら6)では，車種別の保有-利用の効用関数の

構造に SUR(Seemingly Unrelated Regression)モデルを

適用したより一般的な離散-連続モデルを構築している．

しかし，以上の研究はクロスセクションデータを用い

た分析となっており，世帯の自動車保有と利用に関する

動的な意思決定を表したモデルとはなっていない．動

的な状況を扱う行動モデルを構築するには，回顧データ

もしくはパネルデータを用いる必要がある．前者の例と

しては桑野ら7)があり、自動車取替更新行動と利用の分

析がなされている．一方，自動車保有と利用に関するパ

ネルデータを用いた代表的な研究として，Kitamura8)が

挙げられる．Kitamura8)は，自動車保有状態とトリップ

数を記述する動的モデルをDutch Mobility Panelのデー

タを用いて構築しており，複数時点間での保有台数や

自動車利用の間に遅れ効果や状態依存効果等の影響の

存在を明らかにしている．しかし，車種の区別はして

いないことから，複数保有・利用の状況の解明には至っ

ていない．また，推定方法として最尤法が用いられて

いるが，同時方程式体系の離散-連続モデルの構造が複

雑であることから，これ以上モデルを複雑にした場合

の尤度関数の導出は困難となっている．

本研究では，このKitamura8)のモデルを拡張して，複

数車種の保有・利用構造を記述できるようにする．更

に，パラメータ推定に関してもMCMC法を用いること

で，尤度関数の複雑化に対処することを企図している．

3. 使用するデータの概要と基礎集計

(1) データの概要

本研究で使用する世帯データは，国土交通省道路局

による自動車保有・利用に関する動向調査より得られ

たものである．これは，個人や世帯の自動車保有・利用

に関する質的変化を把握することを企図して行われた

調査であり，現時点までに，計 3回のインターネットパ

ネル調査が行われており，今後も継続する計画である．

交通分野において国が行っている調査としては，初め

ての大規模サンプルによる本格的なパネル調査と位置

づけられよう．現時点までの調査は平成 21年度 (平成

22年 2月)，平成 23年度 (同 11月)，平成 24年度 (同 12

月)の三回行われており，それぞれの調査で前回までの

サンプルに対して継続的に回答を求めているので，同

一回答者での多時点のデータを得ることができるパネ

ル調査となっている．

以降の分析では，表－ 1に示されている三時点パネ

ル（2999世帯）を用いる．

(2) 主たる調査項目

長蛇項目は，「世帯属性」，「個人属性」，「自動車属性」

に大別される．「世帯属性」では，世帯構成員それぞれ

に関する個人属性が得られている．「自動車属性」では，

自動車 1台毎の属性を計 3台まで知ることができる．

「走行距離」に関しては，自動車 1台毎に申告値として

回答を求めているが，パネル車体に関してはオドメータ

の差を用いることでも年間走行距離を算出することが

可能となっている．以下に主要な調査項目を列挙する．

(a) 世帯属性

• 居住地市町村
• 世帯人数
• 世帯収入
• 世帯住居形態
• 最寄りの駅，バス停までの所要時間
• 最寄りの駅，バスの運行頻度

表－ 1 パネルサンプル数の変遷

H21年度 H23年度 H24年度
総サンプル数 　 8,742　 　 8,601　 8,616
二時点パネル 　　 　 5,252　 4,711
三時点パネル 　　 　　 2,999
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(b) 個人属性

• 年齢
• 性別
• 職業
• 就業形態
• 運転免許証の有無

(c) 自動車属性（保有されている3台の車体までの情報）

• メインドライバー
• 使用燃費
• 登録年月
• 取得年月日
• 車種
• 車名
• ETC車載器の有無

• 年間走行距離
• 調査時の走行距離メータの値

(d) 保有と利用の変化

• 過去一年間での買い替え，買い増し，手放し
の有無

• 買い替え，買い増し，手放しした理由
• 年間走行距離が増加したか減少したか
• 年間走行距離が変化した理由

(3) 基礎集計

保有形態についての基礎的な集計を行う．平成 21年

度，平成 23年度，平成 24年度におけるそれぞれの車

種別・保有台数別の世帯数の集計結果を表－ 2～4に示

す．乗用車を 1台だけ保有している世帯が多い一方，軽

自動車については保有ゼロという世帯が相対的に多い

ことが分かり，当初の想定とはやや異なる結果となっ

た．概して，乗用車から軽自動車への転換傾向はこの

三時点の調査だけからは明確には確認できない．そこ

表－ 2 H21年度保有台数毎の世帯数

軽自動車

乗用車 0 1 2 3 合計

0 92 426 81 17 616
1 1,307 504 68 14 1,893
2 312 79 19 4 414
3 47 23 5 1 76
合計 1,758 1,032 173 36 2,999

表－ 3 H23年度保有台数毎の世帯数

軽自動車

乗用車 0 1 2 3 合計

0 172 448 72 16 708
1 1,291 491 62 12 1,856
2 286 67 25 3 381
3 38 15 1 0 54
合計 1,787 1,021 160 31 2,999

表－ 4 H24年度保有台数毎の世帯数

軽自動車

乗用車 0 1 2 3 合計

0 155 466 76 10 707
1 1,360 462 47 9 1,878
2 272 60 30 1 363
3 34 16 1 0 51
合計 1,821 1,004 154 20 2,999

でミクロ的視点でそれぞれの世帯に着目した統計分析

を行うことで，乗用車と軽自動車での保有と利用の選

択理由を明らかにすることが必要と考えられる．

より詳細な集計結果については廣瀬ら9)を参照され

たい．

4. 動的な離散-連続モデルの構築

(1) モデルの定式化

ここで，3.で示した三時点パネルデータの利用を念

頭に置いて，動的な離散-連続モデルの定式化を行う．

本研究で構築するモデルシステムは，Ordered Probitモ

デル（順序選択モデル），Tobitモデル（打ち切りのある

回帰モデル），回帰式の誤差項の相関関係を考慮したモ

デルを組み合わせたものである．

まず，第 t期における軽自動車，乗用車それぞれの”

保有台数 (y1ti , y2ti)” 及び各車種の保有台数を規定する”

潜在効用 (y∗1ti , y∗2ti)”，並びに，打ち切り（Censoring）を

考慮しない各車種の” 潜在的な平均走行距離 (y∗3ti , y∗4ti)”

及び” 実平均走行距離 (y3ti , y4ti)” について，連立方程式

体系として定式化を行う．ここで走行距離とは，各世帯

における車種別 1台あたりの年間平均走行距離を指す．

第 t期における世帯の自動車保有・利用の意思決定構

造を次の潜在変数モデルシステムとして定式化する．

y∗1(i, t) = x′1(i, t)β1t + U1(i, t)

y∗2(i, t) = x′2(i, t)β2t + U2(i, t)

y∗3(i, t) = x′3(i, t)β3t + U3(i, t)

y∗4(i, t) = x′4(i, t)β4t + U4(i, t)

(1)

ここで，i は世帯， j = 1, ..., 4は方程式番号，y∗i は潜在

変数ベクトル，xi は世帯・地域・自動車特性等の説明

変数ベクトル，β j は世帯・地域・自動車特性の未知パ

ラメータベクトル，U j(i, t)は誤差項である．

また，各 t期における回帰式の相関構造に関しては，

表－ 2に示すようなものを仮定した．

つまり，保有台数を規定する方程式では，同期の別車

種の保有台数，前期の同車種の保有台数，前期の別車種

の保有台数，前期の同車種の走行距離，前期の別車種の

走行距離の誤差項との相関があるものと仮定している．

一方，走行距離を規定する方程式では，同期の別車種

3
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図－ 2 誤差構造の関係図

の走行距離，同期の同車種の保有台数，同期の別車種

の保有台数，前期の同車種の走行距離，前期の別車種

の走行距離の誤差項と関係があると仮定している．

以上のモデルシステムの誤差項ベクトル U が次のよ

うに多変量正規分布に従うと仮定する．

U ∼ MVN(0,Σ) (2)

但し，Σは，表－ 2に示した相関構造を表す分散・共分

散行列である．

(2) 誘導型モデルの導出

さて，モデルパラメータの推定のために，式 (1)，(2)，

及び，表－ 2によって表される構造型のモデルシステム

の尤度関数を導出することは “原理的には”可能である

が，Fang5)や小林ら6)でも指摘されているように，保

有と利用を同時に記述する同時方程式体系の尤度関数

の形状は，一般に極めて複雑になる．そこで本研究で

は，ベイズアプローチによるパラメータ推定を行うこ

とでこの問題に対処する．

そこで，Kitamura8)，Maddala10)を参考に，モデルシ

ステム（構造型モデル）を誘導型の式に置き換えて誘

導型の各回帰式の誤差項の平均値を定め，ベイズ推定

のための準備を行う．Ordered Probitモデルや Tobitモ

デルのように，モデル式の被説明項が切断正規分布に

従うような状況では，標準正規分布と標準累積密度関

数を用いて修正項を定義することが一般的だが11)，本

研究では，モデル式の被説明項をMCMC法の適用を通

じてデータを完備化12)するので，簡略な誘導型の式に

置き換えることができる．以下にそれらの式を示す．

U1(i, t) = a1tÛ2(i, t) + b1tÛ1(i, t − 1)+ c1tÛ2(i, t − 1)

+ d1tÛ3(i, t − 1)+ e1tÛ4(i, t − 1)+ ϵ1(i, t)

U2(i, t) = a2tÛ1(i, t) + b2tÛ1(i, t − 1)+ c2tÛ2(i, t − 1)

+ d2tÛ3(i, t − 1)+ e2tÛ4(i, t − 1)+ ϵ2(i, t)

U3(i, t) = a3tÛ4(i, t) + b3tÛ1(i, t) + c3tÛ2(i, t)

+ d3tÛ3(i, t − 1)+ e2tÛ4(i, t − 1)+ ϵ3(i, t)

U4(i, t) = a4tÛ3(i, t) + b4tÛ1(i, t) + c4tÛ2(i, t)

+ d4tÛ3(i, t − 1)+ e4tÛ4(i, t − 1)+ ϵ4(i, t)

ここで，a jt ,b jt , c jt ,d jt , ejt は分散・共分散構造から導出

される未知パラメータを表す．また，記号 “＾ ”は推定

値を表す．

以上をそれぞれ，式 (1)に代入して，誤差項間の相関

構造を表現する．また ϵ j(i, t)は以下のように正規分布

に従うものとする（σ jt は標準偏差）．

ϵ j(i, t) ∼ N(0, σ2
jt )

(3) 測定方程式モデル

次に，軽自動車と乗用車の保有台数のそれぞれの潜

在効用との関係を示した測定方程式は以下のように表

わされる．

y1(i, t) =



0 if y∗1(i, t) ≤ α11t

1 if α11t < y∗1(i, t) ≤ α12t

2 if α12t < y∗1(i, t) ≤ α13t

3 if α13t < y∗1(i, t)

(3)

y2(i, t) =



0 if y∗2(i, t) ≤ α21t

1 if α21t < y∗2(i, t) ≤ α22t

2 if α22t < y∗2(i, t) ≤ α23t

3 if α23t < y∗2(i, t)

(4)

ここで，α11t，α12t，α13t，α21t，α22t，α23tは各潜在効用の

閾値であり，Fang5)に従うと，標準累積密度関数 Φを

用いて，α11t = α21t = −Φ−1(1/4)，α13t = α23t = Φ
−1(1/4)

という定数として与えることができるので，ここでは，

α12t，α22t をパラメータとして推定する．

また，走行距離に関する測定方程式については，各車

種について保有台数が 0台の場合には走行距離は必ず

ゼロになることから，Tobitモデルの理論を適用するこ

とで，以下の関係式を得ることができる．なお，自動車

を保有しているがその年間走行距離が 0の世帯に関し

ても，マイナスの効用が観測されていない打ち切りの

あるデータとみなして Tobitモデルの理論を適用する．

y3(i, t) =

y
∗
3(i, t) if y∗3(i, t) ≥ 0

0 if y∗3(i, t) < 0
(5)

y4(i, t) =

y
∗
4(i, t) if y∗4(i, t) ≥ 0

0 if y∗4(i, t) < 0
(6)

以上，Ordered Probitモデルと Tobitモデルを適用し

て，車の保有と利用に関する世帯の動的な関係を考慮

した離散連続モデルを定式化した．

(4) ベイズ推定

次に，定式化したモデルの推定手順について説明する．

本モデルシステムにおいてベイズ推定を行う上で，確率

分布として扱われる未知変数は，潜在効用 y∗j (i, t) ∀i, j, t，
未知パラメータベクトル β jt , a jt , b jt , c jt , d jt , ejt，分散
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σ2
jt ∀ j, t，閾値 α12t，α22t ∀tである．本研究では，条件
付き分布からの乱数生成の連鎖として，各パラメータ

の事後分布を求める Gibbs Samplingを用いて，これら

の確率分布の標本生成を行う．標本生成のより詳細な

方法については，中妻12)，小林ら6)，姜13)を参考にさ

れたい．ここで，β jt , a jt , b jt , c jt , d jt , ejt をまとめてベ

クトル β∗jt と表記することとする．その上で，本モデル

システムのパラメータ推定のための Gibbs Samplingア

ルゴリズムを表－ 5に示す．なお，表中の “X | ·”におけ
る “ ·”は，確率変数 X以外の全確率変数の条件付きであ

ることを表している．

a) 事前分布の設定及び全条件付事後分布の導出

まず，β∗ と σの自然共役事前分布を定める．

β∗ ∼ N(b0, B0) (7)

σ2 ∼ IG
(n0

2
,
n0S0

2

)
(8)

ただし，MVN は正規分布，IGは逆ガンマ分布を表す．

また，b0，B0，n0，S0はそれぞれ，平均，分散，自由

度，初期値である．また βと σの全条件付事後分布は，

式 (9)，(10)のようにそれぞれ，正規分布，逆ガンマ分

布になり，式 (7)，(8)の事前分布と同じ形状の条件付き

事後分布を得ることができる．

β∗| · ∼ N(b1, B1) (9)

σ2| · ∼ IG
(n1

2
,
n1S1

2

)
(10)

ここで，

n1 = n0 + n

n1S1 = n0S0 + (y∗ − xβ∗)′(y∗ − xβ∗)

b1 = B1(B−1
0 b0 + σ

−2x′y∗)

B−1
1 = B−1

0 + σ
−2x′x

次に，潜在変数 y∗i の条件付き事後分布 f (y∗i |β∗, σ2)は，

その要素ごとに，以下のような打ち切りのある一変量

正規分布で表すことができる．

y∗1i | · ∼



N(x1β1, σ
2
1)I (y∗1i ≤ α11) if y1i = 0

N(x1β1, σ
2
1)I (α11 ≤ y∗1i ≤ α12) if y1i = 1

N(x1β1, σ
2
1)I (α12 ≤ y∗1i ≤ α13) if y1i = 2

N(x1β1, σ
2
1)I (α13 ≤ y∗1i) if y1i = 3

y∗2i | · ∼



N(x2β2, σ
2
2)I (y∗2i ≤ α21) if y2i = 0

N(x2β2, σ
2
2)I (α21 ≤ y∗2i ≤ α22) if y2i = 1

N(x2β2, σ
2
2)I (α22 ≤ y∗2i ≤ α23) if y2i = 2

N(x2β2, σ
2
2)I (α23 ≤ y∗2i) if y2i = 3

y∗3i | · ∼ N(x3β3, σ
2
3)I (y∗3i ≤ 0) for y3i = 0

y∗4i | · ∼ N(x4β4, σ
2
4)I (y∗4i ≤ 0) for y4i = 0

なお I (·)は，括弧内の条件が真の時 1，偽の時 0を返す

判定関数（Indicator function）である．

表－ 5 Gibbs Samplingアルゴリズム

推定のループ過程� �
　（1）初期値を設定する．
　（2）第 1期を推定する
　　　 π(β∗j1 | ·)から β∗j1 | ·を生成する．
　　　 π(σ2

j1 | ·)から σ2
j1 | ·を生成する．

　　　 π(y∗j (i, 1) | ·)から y∗j (i, 1) | ·を生成する．
　　　 π(α1 | ·)から α1 | ·を生成する．
　（3）収束するまで（2）を繰り返す．
　（4）第 1期の結果を用いて第 2期を推定する
　　　 π(β∗j2 | ·)から β∗j2 | ·を生成する．
　　　 π(σ2

j2 | ·)から σ2
j2 | ·を生成する．

　　　 π(y∗j (i, 2) | ·)から y∗j (i, 2) | ·を生成する．
　　　 π(α2 | ·)から α2 | ·を生成する．
　（5）収束するまで（4）を繰り返す．
　（6）第 2期の結果を用いて第 3期を推定する
　　　 π(β∗j3 | ·)から β∗j3 | ·を生成する．
　　　 π(σ2

j3 | ·)から σ2
j3 | ·を生成する．

　　　 π(y∗j (i, 3) | ·)から y∗j (i, 3) | ·を生成する．
　　　 π(α3 | ·)から α3 | ·を生成する．
　（7）収束するまで（6）を繰り返す．� �

　最後に，閾値 α12，α22については，事前分布を一様

分布と仮定すると，自己共役性から全条件付事後分布

も一様分布となる．

α12| · ∼ u(a12,b12)

α22| · ∼ u(a22,b22)

ここで，a12，a22，b12，b22は一様分布の上限と下限を

表し，次のように定められる．

a12 = max{max
y1i=1

y∗1i , α11}, b12 = min{min
y1i=2

y∗1i , α13}

a22 = max{max
y2i=1

y∗2i , α21}, b22 = min{min
y2i=2

y∗2i , α23}

5. モデルパラメータの推定結果

乱数生成回数について，Burn in回数を 9,000回，乱

数生成回数を 9,000回とした．また，事後分布の収束

判断は Geweke統計量を用いて判断できる．その上で

MCMC法によるベイズ推定を行った．パラメータの事

後分布については，紙面の関係上，全ての結果を掲載

することは困難なため，一部の各パラメータの事後分

布を抜粋して図－ 3，図－ 4に掲載する．また，パラ

メータ推定結果（各パラメータの確率分布の事後平均）

を表－ 6～9に示す．モデルシステム内の説明変数のう

ち，人口密度とダミー変数以外の説明変数は平均 0，分

散 1に標準化した値を用いて推定を行っている．なお，

表中の”**” と”*” は，それぞれ 99%，95%の信頼区間

内に 0が含まれていない推定結果となったかどうかを

判定する指標であり，最尤法における t値・P値等と同

様の判断を行うために用いられる．
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図－ 3 パラメータの事後分布の推計結果の例（H21年度の推
定結果，左上：log[人口密度]，右上：就業者数，左下：
道路実延長，右下：女性免許保有率）
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図－ 4 パラメータの事後分布の推計結果の例（H24年度の推
定結果，上：軽自動車の閾値，下：乗用車の閾値）

まず，表－ 6における軽自動車の保有台数モデルの

推定結果より，就業者数，免許保有者数，女性免許保有

者率の係数が正の値となっていることから，これらが

増えると軽自動車の保有の効用が増えるということが

確認される．一方，人口密度，収入で負の値となって

いることから，都市部に住む世帯や収入の高い世帯は

軽自動車の保有に効用が低いとわかる．また，誤差項

の影響をみると，走行距離に関する誤差項の影響はあ

まり見られず，保有台数の式の誤差項全てに影響を受

けているとわかる．同様の結果は Kitamura8)でも確認

されており，保有台数の決定対する走行距離の影響は

大きくないと考えられる．

次に，表－ 7における乗用車の保有台数モデルの推

定結果より，免許保有者，収入，道路実延長で正の値と

なっていることから，これらが増えると乗用車の保有

の効用が高くなることが示唆される．収入に関しては，

軽自動車の時と符号が逆転していることから，高収入

な世帯ほど軽自動車を嫌い，乗用車を好むことが分か

る．一方で，人口密度，女性免許保有者数では負の値

となっていることから，都市部であるほど乗用車の保

有台数の効用が減り，女性免許保有者の割合が多いほ

表－ 6 軽自動車保有台数モデルのベイズ推定結果

H21年度 H23年度 H24年度
説明変数 平均 平均 平均

log[人口密度] -0.100 ** -0.079 ** -0.050 **
就業者数 0.116 ** 0.082 ** 0.072 **

免許保有者 0.176 ** 0.152 ** 0.145 **
収入 -0.142 ** -0.085 ** -0.090 **

道路実延長 -0.008 0.022 0.045 **
女性免許保有率 0.025 0.023 * 0.034 **

定数項 -0.174 * -0.267 ** -0.492 **
Û2(i, t) -0.839 ** -0.578 ** -0.293 **

Û1(i, t − 1) 0.976 ** 0.930 **
Û2(i, t − 1) 0.680 ** 0.244 **
Û3(i, t − 1) 0.009 0.009
Û4(i, t − 1) 0.031 ** -0.007

分散 0.208 ** 0.116 ** 0.079 **
閾値 0.171 ** 0.198 ** 0.198 **

表－ 7 乗用車保有台数モデルのベイズの推定結果

H21年度 H23年度 H24年度
説明変数 平均 平均 平均

log[人口密度] -0.019 * -0.029 ** -0.012 *
就業者数 -0.020 -0.018 * -0.005

免許保有者 0.173 ** 0.155 ** 0.145 **
収入 0.128 ** 0.113 ** 0.094 **

道路実延長 0.037 ** 0.035 ** 0.032 **
女性免許保有率 -0.050 ** -0.043 ** -0.039 **

定数項 -0.145 * -0.148 ** -0.267 **
Û1(i, t) -0.474 ** -0.335 ** -0.217 **

Û1(i, t − 1) 0.337 ** 0.210 **
Û2(i, t − 1) 0.933 ** 0.941 **
Û3(i, t − 1) 0.001 -0.004
Û4(i, t − 1) 0.019 ** 0.010

分散 0.119 ** 0.069 ** 0.060 **
閾値 0.225 ** 0.155 ** 0.168 **

ど乗用車の保有台数の効用が減る．女性免許保有者に

関しては，軽自動車の時と符号が逆転していることか

ら，女性は軽自動車を好んでいることがわかる．また，

誤差項の影響を見ると，保有台数モデルの誤差項に関

しては有意な影響がある一方，走行距離モデルに対し

ては有意な影響見られないことが分かる．

続いて，表－ 8に基づき軽自動車の走行距離モデル

について考察する．3時点にわたって継続的に影響を及

ぼす有意なパラメータは多くなく，時点毎に有意であ

るパラメータに差異があった．2時点以上で有意なパラ

メータは，正の値で燃費と利用目的ダミー（利用主目

的が通勤・通学であるかどうかの判定），並びに，保有

ダミー（その車種での車の保有がある世帯とない世帯

での区別をするための変数）であった．燃費は利用に

正の影響を与えており，直感に合致した結果となった．

利用目的は正の影響を与えており，通勤・通学で車を利

用する人は走行距離に対して大きな効用があることが

6



表－ 8 軽自動車走行距離モデルのベイズ推定結果

H21年度 H23年度 H24年度
説明変数 平均 平均 平均

就業者数 -0.024 0.090 * -0.047
免許保有者数 0.083 0.007 0.311 **

収入 -0.031 -0.067 -0.330 **
log[人口密度] -0.076 -0.084 ** -0.032

燃費 0.036 0.252 ** 2.412 **
女性免許保有率 -0.021 -0.021 -0.022
利用目的ダミー 0.773 ** 0.513 ** 1.342 **

保有ダミー 13.135 ** 11.538 ** 6.524 **
定数項 -5.253 ** -3.475 ** -1.689 **
Û4(i, t) 0.213 ** 0.445 ** -0.230 **
Û1(i, t) 0.411 * 0.088 0.169
Û2(i, t) -0.395 ** -0.408 ** -0.103

Û3(i, t − 1) 0.217 ** 0.309 **
Û4(i, t − 1) -0.071 * -0.005

分散 3.163 ** 1.440 ** 5.053 **

表－ 9 乗用車走行距離モデルのベイズ推定結果

H21年度 H23年度 H24年度
説明変数 平均 平均 平均

就業者数 -0.024 0.004 -0.102 *
免許保有者数 0.028 0.023 0.219 **

収入 0.050 0.081 ** 0.141 **
log[人口密度] -0.077 ** -0.055 ** 0.029

燃費 -0.199 ** 0.018 1.250 **
女性免許保有率 -0.010 -0.006 -0.148 **
利用目的ダミー 0.671 ** 0.453 ** 1.065 **

保有ダミー 13.235 ** 11.910 ** 7.798 **
定数項 -4.560 ** -3.244 ** -0.629 **
Û3(i, t) 0.156 ** 0.335 ** -0.170 **
Û1(i, t) -0.134 -0.138 * -0.067
Û2(i, t) 0.017 0.133 0.058

Û3(i, t − 1) -0.058 * 0.066
Û4(i, t − 1) 0.157 ** 0.296 **

分散 2.317 ** 1.087 ** 3.727 **

示唆される．また誤差項に関しては，保有台数モデル

からの影響が軽自動車走行距離モデルに有意に影響し

ていることがわかる．特に，乗用車の保有台数から軽

自動車の走行距離に影響があることが読み取れる．ま

た，前期における軽自動車の走行距離と，同期におけ

る乗用車の走行距離との関係のパラメータは全てで有

意であり，密接な関係があると言える．

最後に，表－ 9における乗用車の走行距離モデルの

推定結果について考察する．軽自動車の場合と同様，3

時点にわたる有意なパラメータは多くなかった．2時点

以上で有意であると判断できるパラメータは，収入，利

用目的ダミー，人口密度である．一方，燃費に関して

は時点毎で負の値と正の値となっており，直感に反し

た結果となった．また誤差項の影響に関しては，軽自

動車の走行距離モデルと前期の乗用車の走行距離モデ

ルが現時点の乗用車の走行距離に影響を与えているこ
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図－ 5 保有・利用行動の間の動的な相関構造（H23–H24年度）

とが示唆された．

以上を踏まえ，推定されたモデル間の相関構造の概

略を表すと，図－ 5のようになる．ここでは H24年度

の結果に着目した相関構造の図になっている．

6. まとめと今後の課題

本研究では，我が国の現在の自動車の保有と利用の

動向を調査することを目的として，最新のパネルデー

タを用いて自動車の複数保有と利用の動的離散-連続モ

デルの構築を行った．乗用車と軽自動車への転換の要

因などの車種別の利用と保有の分析を行うため，自動

車を車種別に乗用車と軽自動車を区別した動的離散-連

続モデルを構築した．モデルの新規性としては，複数

車種のモデルへの拡張を行ったこと，同一車種の複数

保有の状況（0～3台まで）を考慮可能になったこと，並

びに，MCMC法によるパラメータ推定方法を提案した

ことが挙げられる．推定結果について，保有台数のモ

デルでは，3時点で一貫した有意なパラメータが多く得

られた．一方走行距離のモデルでは良好の結果は必ず

しも得られず，従来から指摘されてきたように，走行

距離モデルの構築の困難さを再確認する結果となった．

また，誤差項の影響に関しては，保有と利用の間に明

確な相関構造は確認できなかった．三年間・三時点の

パネルデータだけでは，自動車保有のような長期的な

意思決定の動向の全体像を掴みきれておらず，引き続

き継続されたパネル調査の結果を用いることで，保有

と利用の全体のメカニズムを明らかにすることができ

るようになると期待される．

なお，構築したモデルを用いた政策シュミレーショ

ン分析を現在も行っており，発表時にはその成果も紹

介したいと考えている．
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